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道路交通情報に関する
業務

支出負担行為担当官
吉岡　幹夫
国土交通省道路局
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月1日

公益財団法人日本道路
交通情報センター
東京都千代田区飯田橋
1－5－10
教販九段ビル8階

2010005004175

本業務は、道路工事等による通行規制に関する情報等について収集整理
し、道路利用者への提供等を行うことを主な内容としている。具体的には、
委託業務実施要領の第５（１）に基づく情報について、各地方整備局に配置
された職員や各地方整備局との機器接続により収集し、道路利用者に対
し、適時適切に提供するものである。
本業務の実施にあたっては、道路管理者等の管理業務の一部である道路
及び道路交通の現況把握及び道路利用者への周知を行うものであることか
ら、受託者には道路管理者等と同等の専門的かつ高度な情報収集能力と
発信能力を有することが必要であり、また、災害や異常気象に伴う通行止
め等が発生した場合には、道路利用者の交通の安全確保に重大な事象で
あることに鑑み、ラジオ、テレビ等を通じ、優先的に情報提供に努めることが
求められる。公益財団法人日本道路交通情報センターは、道路交通情報の
充実・広域化の必要性を背景に、警察・道路管理者間の情報を一元的に収
集し、正確かつ迅速に情報提供することによって交通の安全及び円滑化を
図るために設立された法人である。当センターは、情報収集・提供のコン
ピュータシステム及び全国ネットワークを構築するとともに、全国の道路管
理者及び公安委員会に職員を配置することにより、全国各地の様々な道路
に関する情報を一元化し、提供できる体制を有しており、また、職員は、テレ
ビ、ラジオ等のメディアを通じた情報の提供に不可欠な専門的かつ高度な
知識、技術及び技能を習得している。
さらに、災害等非常発生時においては、道路利用者に対し、緊急に情報提
供することが求められるため、電気通信事業法に基づき、優先通信ができ
る「輸送の確保に直接関係がある機関」として総務大臣から指定を受けてい
る団体である。このように、現状において、道路利用者の安全と利便を図る
ため、道路及び道路交通に関する情報を収集、提供を行い、もって道路交
通の安全と円滑化に資することができる唯一の団体である。
以上のことから、会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号
の規定により左記相手方と随意契約を締結するものである。

219,361,000 219,361,000 100.0% - 公財 国認定 1

本業務は、道路交通の安全と円滑の
実現といった政策目的の達成のため
に必要な支出であるが、「公共調達の
適正化について」（平成18年財計第
2017号）の趣旨を踏まえ随意契約し
ているものである。
なお、本事業は令和3年度限りの事
業である。

有

令和４年地価調査業務

支出負担行為担当官
不動産・建設経済局長
青木　由行
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月1日

公益社団法人日本不動
産鑑定士協会連合会
東京都港区虎ノ門3-
11-15　ＳＶＡＸ　ＴＴビル

7010405010470

会計法第29条の3第4項
　　予算決算及び会計令第102条の4第3号

　本件は、地価公示法の規定に基づき標準地の正常な価格
を公示するために行う業務であり、その結果は国民の社会・
経済生活に重大な影響を及ぼすことから、標準地の選定、鑑
定評価等にあたっては、実施についての基準等を定め全国
的な整合を図る必要がある。また、標準地が全国の26,000地
点に設定され、鑑定評価業務等に従事する約2,400人の鑑定
評価員（以下「評価員」という。）も全国47都道府県に所在して
いることから、契約の相手方としては、本業務に関する必要な
事項を全国の各評価員に効率的かつ正確に周知徹底するこ
とが必須であり、地域ごとの事情に応じて全評価員の業務の
進行管理等を円滑に行うことができる連絡体制が必要であ
る。
　このことから、価格中心による一般競争には馴染まないた
め、本業務の実施者の選定においては企画競争を実施する
ことがふさわしいと判断し、企画提案書の公募を行ったとこ
ろ、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会1者から企
画提案書が提出された。
　企画提案書を審査した結果、実施方針、特定テーマに係る
提案、実施体制の充実度、担当予定職員の適性等が的確で
あると認められたことから、公益社団法人日本不動産鑑定士
協会連合会を本業務の実施者として最適格者と判断し特定し
たものである。
　よって、本業務は、会計法第29条の3第4項及び予算決算及
び会計令第102条の4第3号により、左記と随意契約するもの
である。

42,075,000 41,879,200 99.5% - 公社 国認定 1

本業務は、全国の公示地の地価を適
正に評価し公示するといった政策目
的の達成のために必要な支出である
が、参加条件等の見直し、十分な契
約準備期間の確保、業務内容の明確
化、参入拡大を前提とした適切な業
務内容の検討を行うなど、競争性を
高める取り組みを実施しており、点検
の結果問題はない。引き続き透明性
の向上に努めるなど一者応札の解消
に取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

公益法人に対する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

様式６－４



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

事業用自動車の重大事
故に関する事故調査分
析研究業務（業務委託）
一式

支出負担行為担当官
国土交通省自動車局
長
秡川  直也
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月1日

公益財団法人交通事故
総合分析センター
東京都千代田区神田猿
楽町2-7-8

2010005018547

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務について、参加意思確認書の提出を招請する公募を
実施した結果、参加意思確認書の提出者はいなかったことか
ら、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０
２条の４第３項の規定により、当該契約の相手方と委託契約
を締結したものである。
なお、当該契約の相手方は、道路交通法第１０８条の１３に基
づく交通事故調査分析センターとして指定を受け、事故調査
を実施している唯一の法人である。

56,546,130 56,500,000 99.9% - 公財 国認定 1

本業務は、社会的に影響の大きな事
業用自動車の重大事故について事
故要因の調査分析及び原因究明を
行い、再発防止策を講じるといった政
策目的の達成のために必要な支出で
あり、参加条件等の見直し、十分な契
約準備期間の確保、業務内容の明確
化を行うなど、競争性を高める取り組
みを実施したが、一者応募となってい
るものである。今後は、参入拡大を前
提とした適切な業務内容の検討に取
り組むなど競争性を高める見直しを
行うこととし、引き続き一者応募の解
消に取り組むものとする。

有

都市緑化等による温室
効果ガス吸収源対策の
推進等に関する調査

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月1日

公益財団法人都市緑化
機構
東京都千代田区神保町
3-2-3

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、京都議定書第二約束期間（2013年～2020年）における、
条約事務局に提出する都市緑化等による温室効果ガスの吸収量の
算出に係るデータ整備を行うとともに、2021年以降の新たな枠組み
であるパリ協定を踏まえ、それに対応した新たな算定方法の導入等
のための調査検討を行い、都市緑化等による地球温暖化対策への
貢献を促進することを目的とするものである。
本業務の履行にあたっては、条約事務局への報告のための都市緑
化等による温室効果ガス吸収量の算定や、パリ協定の新たな枠組
みへの対応方針の検討等を行うための能力が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者
の知識や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等
を評価し、請負者を選定できる企画競争により発注することが適切で
あり、当該手続きを行ったところである。
企画競争実施のため、令和３年２月２５日から令和２年３月１１日まで
の期間、庁舎内掲示板及び調達情報公開システムにて本業務に係
る企画を募集したところ、３者が業務説明書の交付を求め、期限まで
に１者から企画提案書の提出があった。提出のあった１者の企画提
案書の内容について、評価者３名による匿名審査方式による書類審
査を行い、「企画競争実施委員会」及び「都市局企画競争有識者委
員会」に諮った結果、公益財団法人都市緑化機構の企画提案が特
定された。
その内容は、業務の理解度が高く、特定テーマに対する企画提案に
ついても的確性があり、本業務の遂行に当たって十分な専門性、経
験を有していると判断されることから、同法人と随意契約を行うもの
である。

10,681,000 10,659,000 99.79% - 公財 国認定 1

本業務は、都市緑化等による地球温
暖化対策の推進といった政策目的の
達成のために必要な支出であるが、
参加条件等の見直し、十分な契約準
備期間の確保、業務内容の明確化な
ど、競争性を高める取り組みを実施し
たが、一者応募となっているものであ
る。今後は、参入拡大を前提とした適
切な業務内容の検討に取り組むなど
競争性を高める見直しを行うことと
し、引き続き一者応札の解消に取り
組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

令和３年度海外における
日本庭園保全再生方策
検討調査

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月1日

公益財団法人都市緑化
機構
東京都千代田区神保町
3-2-3

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、維持管理に課題のある海外日本庭園の修復支援を実施
し、外国人技術者でも庭園の維持管理を適切に行うことのできる分
かりやすいマニュアルの作成や講習会等を行うことで、日本の造園
緑化技術の海外展開の促進を図るものである。
本業務の履行にあたっては、海外日本庭園の修復計画の作成、修
復事業を実施する能力及び修復後の庭園の維持管理マニュアル作
成等を実施する能力、海外における日本庭園関係団体の活動状況
調査及び日本の伝統的な造園緑化技術の情報発信、海外展開方策
の調査・検討を行う能力が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者
の知識や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等
を評価し、請負者を選定できる企画競争により発注することが適切で
あり、当該手続きを行ったところである。
企画競争実施のため、令和３年２月２２日から令和３年３月１５日まで
の期間、庁舎内掲示板及び調達情報公開システムにて本業務に係
る企画を募集したところ、５者が業務説明書の交付を求め、期限まで
に１者から企画提案書の提出があった。提出のあった１者の企画提
案書の内容について、評価者３名による匿名審査方式による書類審
査を行い、「企画競争実施委員会」及び「都市局企画競争有識者委
員会」に諮った結果、公益財団法人都市緑化機構の企画提案が特
定された。
その内容は、業務の理解度が高く、特定テーマに対する企画提案に
ついても的確性及び実現性があり、本業務の遂行に当たって十分な
専門性、経験を有していると判断されることから、同法人と随意契約
を行うものである。

38,326,000 38,225,000 99.74% - 公財 国認定 1

本業務は、対日理解の促進やインバ
ウンドの拡大、日本の造園・緑化技術
や文化の海外展開の促進といった政
策目的の達成のために必要な支出で
あるが、参加条件等の見直し、十分
な契約準備期間の確保、業務内容の
明確化など、競争性を高める取り組
みを実施したが、一者応募となってい
るものである。今後は、参入拡大を前
提とした適切な業務内容の検討に取
り組むなど競争性を高める見直しを
行うこととし、引き続き一者応札の解
消に取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

ガーデンツーリズムの効
果的な普及促進及び支
援手法検討調査

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月1日

公益財団法人都市緑化
機構
東京都千代田区神保町
3-2-3

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、平成31年４月に「庭園間交流連携促進計画登録制度（通
称：ガーデンツーリズム登録制度）」が創設されたなか、登録制度の
運用及び国内外への効果的な普及促進を行うとともに、登録団体・
関係組織への効果的な支援について調査検討、実施を行うことを通
して、全国的なガーデンツーリズムの普及・推進を図ることを目的と
するものである。
本業務の履行にあたっては、登録制度の創設から適切な運用を図
るための能力や、ガーデンツーリズムの取組の効率的・効果的な国
内外へのPR方法、今後のガーデンツーリズムのあり方及び制度の
自立化に向けた検討及び実施をするための能力等が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者
の知識や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等
を評価し、請負者を選定できる企画競争により発注することが適切で
あり、当該手続きを行ったところである。
企画競争実施のため、令和３年２月２２日から令和３年３月１５日まで
の期間、庁舎内掲示板及び調達情報公開システムにて本業務に係
る企画を募集したところ、９者が業務説明書の交付を求め、期限まで
に１者から企画提案書の提出があった。提出のあった１者の企画提
案書の内容について、評価者３名による匿名審査方式による書類審
査を行い、「企画競争実施委員会」及び「都市局企画競争有識者委
員会」に諮った結果、公益財団法人都市緑化機構の企画提案が特
定された。
その内容は、業務の理解度が高く、特定テーマに対する企画提案に
ついても的確性、実現性があり、本業務の遂行に当たって十分な専
門性、経験を有していると判断されることから、同法人と随意契約を
行うものである。

19,690,000 19,670,000 99.90% - 公財 国認定 1

本業務は、各地域における庭園間で
連携した取組の推進といった政策目
的の達成のために必要な支出である
が、参加条件等の見直し、十分な契
約準備期間の確保、業務内容の明確
化など、競争性を高める取り組みを
実施したが、一者応募となっているも
のである。今後は、参入拡大を前提と
した適切な業務内容の検討に取り組
むなど競争性を高める見直しを行うこ
ととし、引き続き一者応札の解消に取
り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

道路交通情報に関する
業務

支出負担行為担当官
北海道開発局開発監
理部長
柘植　紳二郎
北海道札幌市北区北８
条西２丁目

令和3年4月1日

公益財団法人日本道路
交通情報センター
東京都千代田区飯田橋
1丁目5-10

2010005004175

・会計法第２９条の３第４項
・本業務は、道路工事等による通行規制に関する情報等について収
集整理し、道路利用者への提供等を行うことを主な内容としている。
　本業務の実施にあたっては、道路管理者等の管理業務の一部で
ある道路及び道路交通の現況把握及び道路利用者への周知を行う
ものであることから、受託者には道路管理者等と同等の専門的かつ
高度な情報収集能力と発信能力を有することが必要であり、災害や
異常気象に伴う通行止め等が発生した場合においては、必要な情
報収集を実施し、ラジオ、テレビ、直接電話等を通じて重大な事象が
発生している旨の情報提供に努めることが求められる。
　公益財団法人日本道路交通情報センターは、道路交通情報提供
業務の充実強化の必要性を背景に、警察・道路管理者両者におい
て情報を一元的に収集し、正確かつ迅速に情報提供することによっ
て交通の安全及び円滑化を図るために設立された唯一の法人であ
る。設立以来、同センターは、情報収集・提供のコンピュータシステ
ム及び全国ネットワークを構築し、また全国各地に配置している職員
は、情報の収集及び電話、ラジオ、テレビ等の複数の媒体を通した
情報の提供に不可欠な専門的かつ高度な知識、技術及び技能を習
得している。
　このように、同センターは、北海道開発局等の道路管理者から情
報を随時収集し、情報の分析と迅速な情報提供ができる体制を有し
ている唯一の団体である。
　また、本業務は災害時においても、業務を遂行することが求められ
るが、同センターは、電気通信事業法に基づき、災害時優先通信が
できる「輸送の確保に直接関係がある機関」として総務大臣からの
指定を受けている。以上のことから、会計法第２９条の３第４項及び
予決令第１０２条の４第３号の規定により左記相手方と随意契約を締
結するものである。

78,211,000 78,211,000 100.0% - 公財 国認定 1

本業務は、道路利用者の安全と利便
を図るといった政策目的の達成のた
めに必要な支出であるが、「公共調達
の適正化について」（平成18年財計
第2017号）の趣旨を踏まえ随意契約
しているものである。

有

既存市街地における持
続可能で多様性のある
市街地整備手法の実現
に向けた制度改善等検
討業務

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月1日

共同提案体（構成員）
公益社団法人街づくり
区画整理協会 他2者
東京都千代田区紀尾井
町3-32

4010005018652

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、社会・経済情勢の大きな変化や、価値観・ライフスタイルの多様化、令和
元年度に行われた「今後の市街地整備のあり方に関する検討会」において示された
市街地整備の進め方の転換の必要性等を踏まえ、公民連携でエリアのビジョン（将
来像）を共有し、段階的・連鎖的な取り組みの展開・循環を通じてエリアの価値と持
続可能性の向上を図るため、既存市街地における持続可能で多様性のある市街地
整備手法の実現に向け、市街地再開発事業や土地区画整理事業等の柔軟な制度
の活用や円滑な実施及び事業完了後の地域の持続的な活性化等に資する方策に
ついて、現状分析、課題の整理を行った上で、制度改正等を見据えた対応方策を検
討することを目的としている。
本業務の履行にあたっては、市街地整備事業制度・運用のあり方を検討するにあた
り、現行の対応に隘路がある課題について整理・分析し、具体的な方法及び制度・
運用の見直しの方法について説明を行う能力を有していることに加え、事業性の確
保や、事業施行後の適切なマネジメントの確保について、現行制度・運用では改善さ
れない課題を整理・分析し、課題に対応するための制度の見直しの方法について説
明を行うための能力を有していることが必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の知識や経験、
業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等を評価し、請負者を選定できる企
画競争により発注することが適切であり、当該手続きを行ったところである。
企画競争実施のため、令和３年２月１９日から３月１２日までの期間、庁舎内掲示板
および調達情報公開システムにて本調査に関する企画を募集したところ、１４者が業
務説明書の交付を求め、２者から企画書の提出があった。提出のあった２者の企画
書の内容について、評価者３名による匿名審査方式で書類審査を行い、「企画競争
実施委員会」および「都市局企画競争有識者委員会」に諮った結果、既存市街地に
おける持続可能で多様性のある市街地整備手法の実現に向けた制度改善等検討
業務共同提案体が、優れていることから、同共同提案体が特定された。
その内容は、目的・条件・内容の理解度が高く、本調査を確実に遂行できると判断さ
れることから、同共同提案体と随意契約を行うものである。

24,849,000 24,805,000 99.82% - 公社 国認定 2

本業務は、既存市街地における持続
可能で多様性のある市街地整備手法
の実現といった政策目的の達成のた
めに必要な支出であり、参加条件等
の見直し、十分な契約準備期間の確
保、業務内容の明確化を行うなど、競
争性を高める取り組みを実施したこと
により、複数者からの応札が実現して
いると考えられ、点検の結果問題は
ない。なお、本業務は令和3年度限り
の事業である。また、企画競争におけ
る提案書の審査等においても公平
性・公正性の確保が十分に図られて
おり、問題はない。

無



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

２０２７年国際園芸博覧
会の認定申請書の作成
及びテーマ具体化に関
する調査

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月1日

共同提案体（構成員）
公益財団法人都市緑化
機構
東京都千代田区神保町
3-2-3

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、横浜市において2027年に開催を予定している国際園芸博覧会
について、Ａ１クラスの国際園芸博覧会として開催するためには、ＡＩＰＨ（国
際園芸家協会）の承認に加え、各国政府が加盟するＢＩＥ（博覧会国際事務
局）による認定を得る必要があることから、ＢＩＥの認定に向けた協議を行
い、国際園芸博覧会としての開催を可能とするため、認定申請書の内容作
成等を行うとともに、国際園芸博覧会に対する関心を高める検討を行うもの
である。
本業務の履行にあたっては、認定申請書作成に際し、必要に応じて然るべ
き専門家を日本に招聘し、展示会場等の査察を含めながら助言を得るとと
もに、2020年度の横浜国際園芸博覧会具体化検討会の結果を踏まえ、検
討ＷＧを開催し、広く有識者の意見を聴取し、内容の充実を図るために必要
な観点を提示する能力が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の知識
や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等を評価し、請負
者を選定できる企画競争により発注することが適切であり、当該手続きを
行ったところである。
企画競争実施のため、令和３年２月２４日から令和３年３月１６日までの期
間、庁舎内掲示板及び調達情報公開システムにて本業務に係る企画を募
集したところ、５者が業務説明書の交付を求め、期限までに１者から企画提
案書の提出があった。提出のあった１者の企画提案書の内容について、評
価者３名による匿名審査方式による書類審査を行い、「企画競争実施委員
会」及び「都市局企画競争有識者委員会」に諮った結果、2027年国際園芸
博覧会の認定申請書の作成及びテーマ具体化に関する調査プレック研究
所・都市緑化機構共同提案体の企画提案が特定された。
その内容は、本業務の趣旨を的確に理解し、特定テーマに対する企画提案
についても的確性、実現性があり、本業務の遂行に当たって十分な専門
性、経験を有していると判断されることから、同提案体と随意契約を行うもの
である。

19,998,000 19,998,000 100.00% - 公財 国認定 1

本業務は、2027年国際園芸博覧会の
開催といった政策目的の達成のため
に必要な支出であるが、参加条件等
の見直し、十分な契約準備期間の確
保、業務内容の明確化など、競争性
を高める取り組みを実施したが、一者
応募となっているものである。今後
は、参入拡大を前提とした適切な業
務内容の検討に取り組むなど競争性
を高める見直しを行うこととし、引き続
き一者応札の解消に取り組むものと
する。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

防災・減災対策の推進に
向けた市街地整備手法
に関する検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月1日

共同提案体（代表者）
公益社団法人街づくり
区画整理協会 他1者
東京都千代田区紀尾井
町3-32

4010005018652

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、水災害をはじめとした各種災害に対し、具体の地区を想
定したモデルケースでの施策実現の検討や、抽出される課題の整
理・対策の検討等を行い、これからの防災・減災に資する市街地整
備手法についてとりまとめることを目的とする。
本業務の履行にあたっては、市街地の防災性・安全性を向上させる
先進的な取組みを把握・類型化したうえで、防災・減災対策の活用
ニーズや現行制度の課題等を踏まえつつ、市街地整備事業におけ
る防災・減災対策の推進方策について検討する能力を有しているこ
とが必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者
の知識や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等
を評価し、請負者を選定できる企画競争により発注することが適切で
あり、当該手続きを行ったところである。
企画競争実施のため、令和３年２月１９日から３月１２日までの期間、
庁舎内掲示板および調達情報公開システムにて本調査に関する企
画を募集したところ、１４者が業務説明書の交付を求め、１者から企
画書の提出があった。提出のあった１者の企画書の内容について、
評価者３名による匿名審査方式で書類審査を行い、「企画競争実施
委員会」に諮った結果、防災・減災対策の推進に向けた市街地整備
手法に関する検討業務共同提案体の企画提案が優れていることか
ら、同社が特定された。
その内容は、企画提案の内容において、的確性、実現性が高く、本
調査を確実に遂行できると判断されることから、同社と随意契約を行
うものである。

17,996,000 17,823,300 99.04% - 公社 国認定 1

本業務は、市街地の防災性・安全性
を向上させる取組みの推進といった
政策目的の達成のために必要な支
出であるが、参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保、業務内
容の明確化など、競争性を高める取
り組みを実施しており、点検の結果問
題はない。引き続き透明性の向上に
努めるなど一者応札の解消に取り組
むものとする。
なお、本業務は令和3年度限りの事
業である
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

令和３年度民族共生象
徴空間構成施設の管理
運営業務

支出負担行為担当官
国土交通省北海道局
長　後藤　貞二
東京都千代田区霞が
関２－１－２

令和3年4月1日

公益財団法人アイヌ民
族文化財団
北海道札幌市中央区北
１条西７丁目

1430005001164

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
　「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための
施策の推進に関する法律」（平成31年法律第16号。以下「法」
という。）第９条第１項において、「民族共生象徴空間構成施
設の管理を当該指定を受けた者（以下「指定法人」という。）に
委託するものとする。」が定められている。
　指定法人の指定については、同法２０条第１項の規定に基
づき、令和元年５月２４日付けで公益財団法人アイヌ民族文
化財団が指定されている。
　以上より、当該業務を行う指定法人は、公益財団法人アイ
ヌ民族文化財団であることから、契約の性質又は目的が競争
を許さず、会計法（昭和22年法律第35号）第29条の3第4項に
基づき随意契約するものである。

1,722,811,000 1,722,811,000 100.0% - 公財 国認定 1

本業務は、アイヌ文化の復興・創造
等といった政策目的の達成のために
必要な支出であるが、当該契約相手
方は、アイヌの人々の誇りが尊重さ
れる社会を実現するための施策の推
進に関する法律（平成31年法律第16
号）第9条第1項及び20条第1項の規
定により特定されているものであり、
見直しが困難である。

有

海岸における利活用推
進のための施策検討業
務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月8日

公益財団法人リバーフ
ロント研究所
東京都中央区新川1-
17-24

1010005018655

根拠条文： 会計法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４
第３号
本業務は、魅力ある水辺空間における利活用の機運を更に
高めるため、民間事業者等と連携した取組を検討し実践する
とともに、砂浜利用の創出のための手引書を作成し、海岸で
の利活用を推進する能力を要するものである。
　今般、企画競争による手続きを行い、その結果、左記相手
方の企画提案は本業務に対する業務理解度及び特定テーマ
に対する企画提案の実現性が高く、企画競争等審査委員会
において特定された。
　よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意
契約を締結するものである。

10,890,000 10,890,000 100.0% - 公財 国認定 1

本業務は、海岸での利活用を推進す
るといった政策目的の達成のために
必要な支出であるが、参加条件等の
見直し、十分な契約準備期間の確
保、業務内容の明確化など、競争性
を高める取り組みを実施しており、点
検の結果問題はない。引き続き透明
性の向上に努めるなど一者応札の解
消に取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

内水氾濫の特性を踏ま
えた自助共助の促進に
よる減災対応方策検討
業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月9日

共同提案体
公益財団法人日本下水
道新技術機構　他１者
東京都新宿区水道町3-
1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務では、水防法に基づく雨水出水特別警戒水位の設定方法に
ついて、新たに地下街以外の地区を対象として検討を行った過年度
の業務成果を基にとりまとめ、「雨水出水特別警戒水位の設定要
領」を改訂し、あわせて内水氾濫の特性を踏まえた水防活動等を促
進するため、自助共助の促進による減災対応方策マニュアルを作成
することにより、住民の避難行動や水防活動など内水氾濫の特性を
踏まえた自助共助の促進による減災対策を促進することを目的とす
る。
業務の実施にあたり、リードタイムが短いなどの特徴を踏まえた雨水
出水特別警戒水位を設定するための要領の改訂や、住民等の避難
行動を踏まえて警戒水位を活用したマニュアルの作成が必要不可
欠であるため、今般、企画競争による手続きを行った。
その結果、左記相手方の提案は、留意すべき事項が適切に理解さ
れていたとともに、リードタイムを踏まえた雨水出水特別警戒水位を
活用したマニュアルの検討方法など、具体的な方法が示されてお
り、特定テーマに関する企画提案の実施方針等及び実現性の観点
等から妥当であるとして企画競争等審査委員会において特定され
た。
よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意契約を締
結するものである。

13,893,000 13,849,000 99.7% - 公財 国認定 2

本業務は、自助共助による減災対策
の促進といった政策目的の達成のた
めに必要な支出であるが、参加条件
等の見直し、十分な契約準備期間の
確保、業務内容の明確化など、競争
性を高める取り組みを実施したことに
より、複数者からの応札が実現してい
ると考えられ、点検の結果問題はな
い。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

新たな水環境管理に関
する検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月12日

共同提案体
公益財団法人日本下水
道新技術機構　他１者
東京都新宿区水道町3-
1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第
3号
本業務は、今後、環境基準及び排水基準が大腸菌群数から
大腸菌数に変更された場合の下水道放流水に係る技術上の
基準値及び合流式下水道における対応方策にかかる検討を
行うとともに、効果的な季節別運転方法等を検討することに
加え、東京湾再生に向けた今後の対策等の検討や第９次水
質総量削減や社会経済状況等を踏まえた計画放流水質、計
画処理水質のあり方について検討することを目的とする。
業務の実施にあたり、大腸菌の環境基準化への対応及び下
水処理場における季節別運転管理の改善策の検討が必要
不可欠であるため、今般、企画競争による手続きを行った。
その結果、左記相手方の提案は、留意すべき事項が適切に
理解されていたとともに、処理方式や季節による変動を把握
した上で、コスト面も考慮した下水道からの放流水の大腸菌
の基準値(案)の設定や適切な消毒方法も考慮した安定的な
季節別運転管理検討の具体的な提案がなされており、特定
テーマに関する企画提案の的確性及び実現性の観点等から
妥当であるとして企画競争等審査委員会において特定され
た。
よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意
契約を締結するものである。

39,996,000 39,930,000 99.8% - 公財 国認定 1

本業務は、効果的な季節別運転方法
等を検討といった政策目的の達成の
ために必要な支出であるが、参加条
件等の見直し、十分な契約準備期間
の確保、業務内容の明確化など、競
争性を高める取り組みを実施してお
り、点検の結果問題はない。引き続き
透明性の向上に努めるなど一者応札
の解消に取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

R３荒川下流広報啓発活
動補助業務
一式

分任支出負担行為担
当官
関東地方整備局 荒川
下流河川事務所
早川 潤
東京都北区志茂5-41-
1

令和3年4月13日

公益財団法人日本生態
系協会
東京都豊島区西池袋2-
30-20

6013305001887

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
　本業務は、住民の河川行政への理解促進や荒川下流域に
おける水防災意識、河川環境保全意識の向上のため、荒川
治水資料館を拠点とした広報活動の支援、展示会・見学会等
の運営補助を行い、事務所広報活動の円滑な履行をはかる
ことを目的とする。
　本業務を遂行するためには、高度な企画力を必要とするこ
とから、配置予定技術者の業務実績及び特定テーマを含め
た企画提案を求め、企画競争により選定を行った。
　公益財団法人日本生態系協会は、企画提案書を踏まえ当
該業務を実施するのに適切と認められたため、左記業者と随
意契約を行うものである。

15,169,000 15,070,000 99.3% - 公財 国認定 1

本業務は、河川行政及び水防意識の
理解促進といった政策目的の達成の
ために必要な支出であるが、参加条
件等の見直し、十分な契約準備期間
の確保、業務内容の明確化、参入拡
大を前提とした適切な業務内容の検
討を行うなど、競争性を高める取り組
みを実施しており、点検の結果問題
はない。引き続き透明性の向上に努
めるなど一者応札の解消に取り組む
ものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

R３荒川下流学習支援運
営補助業務
一式

分任支出負担行為担
当官
関東地方整備局 荒川
下流河川事務所
早川 潤
東京都北区志茂5-41-
1

令和3年4月13日

公益財団法人日本生態
系協会
東京都豊島区西池袋2-
30-20

6013305001887

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
　本業務は、荒川の特徴や荒川放水路建設の経緯、荒川の
治水や自然環境の現状等に関する学習支援を行うことによ
り、水防災意識の向上及び河川環境保全意識の啓発につな
げることを目的とする。
　本業務を遂行するためには、高度な企画力を必要とするこ
とから、配置予定技術者の業務実績及び特定テーマを含め
た企画提案を求め企画提案を求め、企画競争により選定をお
こなった。公益財団法人日本生態系協会は、企画提案書を踏
まえ当該業務を実施するのに適切と認められたため、左記業
者と随意契約を行うものである。

17,292,000 16,951,000 98.0% - 公財 国認定 1

本業務は、水防及び河川環境保全の
意識啓発といった政策目的の達成の
ために必要な支出であるが、参加条
件等の見直し、十分な契約準備期間
の確保、業務内容の明確化、参入拡
大を前提とした適切な業務内容の検
討を行うなど、競争性を高める取り組
みを実施しており、点検の結果問題
はない。引き続き透明性の向上に努
めるなど一者応札の解消に取り組む
ものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有
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の区分
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の区分

応札・応
募者数

継続支
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（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
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法人番号

令和５年土地基本調査
に係る法人土地・建物基
本調査標本設計の検討
等業務

支出負担行為担当官
不動産・建設経済局長
青木　由行
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月14日

公益財団法人統計情報
研究開発センター
東京都千代田区神田神
保町3-6

1010005018944

会計法第29条の3第4項
　　予算決算及び会計令第102条の4第3号

本業務の遂行にあたっては、法人土地・建物基本調査の承
認申請に対する統計委員会の答申（2017年12月19日統計委
員会）や「公的統計の整備に関する基本的な計画（2018年3
月6日閣議決定）」などの統計制度全体の動向を踏まえた法
人土地・建物基本調査の課題を把握するとともに統計理論に
対する知見を有する必要がある。
このことから、価格のみの競争にはなじまないため、企画競
争を実施することがふさわしいと判断し、企画提案書の募集
について公示を行ったところ、1者（公益財団法人統計情報研
究開発センター）から企画提案書が提出された。
公益財団法人統計情報研究開発センターから提出された企
画提案書の内容を企画競争有識者委員会及び企画競争委
員会において審査した結果、業務内容を十分に理解している
と同時に、法人土地・建物基本調査が抱える課題について優
れた見識を有し、かつ、統計理論に対する豊富な知識を有し
ていると判断された。
以上のことから、公益財団法人統計情報研究開発センターに
は本業務を実施するための適切な業務遂行能力があるた
め、当該業務の実施者として選定し、随意契約を行うこととし
た。

19,316,000 18,876,000 97.7% - 公財 国認定 1

本業務は、総合的な土地政策の推進
に資するといった政策目的の達成の
ために必要な支出であるが、参加条
件等の見直し、十分な契約準備期間
の確保、業務内容の明確化、参入拡
大を前提とした適切な業務内容の検
討を行うなど、競争性を高める取り組
みを実施しており、点検の結果問題
はない。引き続き透明性の向上に努
めるなど一者応札の解消に取り組む
ものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

令和３年度　防災教育及
び河川教育の普及・展開
に関する広報検討・資料
作成業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月19日
公益財団法人河川財団
東京都中央区日本橋小
伝馬町11-9

9010005000135

根拠条文： 会計法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４
第３号
　本業務は、(１) 小中学校の教育現場における実践的な防災
教育のための広報資料の作成等、（２）防災教育の事例収集
及び広報資料作成、（３）防災教育に関する広報の実施を行
い、学校教育現場等における防災教育及び河川教育の充実
を図ることを目的とするものである。本業務の実施にあたって
は、防災教育及び河川教育の普及・展開を行うにあたり、こ
れまでに同種あるいは類似業務を行い、高度な専門的知見
を有している必要があることから、今般企画競争による手続
きを行った。
　その結果、左記相手方の企画提案は、「的確性」、「実現性」
で優れており、当該業務の遂行に十分な能力を有すると企画
競争等審査委員会において認められた。
　よって、本業務を最も適切に行える者として、左記相手方と
随意契約を締結するものである。

15,994,000 15,994,000 100.0% - 公財 国認定 1

本業務は、防災教育の普及・展開と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であるが、参加条件等の見直
し、十分な契約準備期間の確保、業
務内容の明確化など、競争性を高め
る取り組みを実施しており、点検の結
果問題はない。引き続き透明性の向
上に努めるなど一者応札の解消に取
り組むものとする。
なお、本業務は令和3年度限りの事
業である。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

令和３年度自動運転車
等に係る交通事故分析
及び道路構造からの再
発防止策検討業務

支出負担行為担当官
吉岡　幹夫
国土交通省道路局
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月26日

公益財団法人交通事故
総合分析センター
東京都千代田区神田猿
楽町2－7－8

2010005018547

本業務は、今年より販売されるレベル３自動運転車等の交通事故に関する
データを収集・分析し、道路構造側での事故に対する影響の調査及び再発
防止策の検討を行う。
また、過去に発生したＡＳＶ（先進安全自動車）等の交通事故のうち、道路
構造が事故発生に影響を与えたと思われる事故について、事故発生シナリ
オを検討し、道路構造の改善による事故削減効果を推計する。さらに、急ブ
レーキ、急加速等のヒヤリハット事例が発生している個所を抽出し、交通事
故データとの関連を調査するものである。
本業務の実施にあたっては、自動運転車による交通事故と事故発生要因
の因果関係及び事故要因と効果的な対策の関係について十分な知識を有
することが必要であるとともに、それらの裏付けとなる過去の事故に関する
データを有することが必要となる。道路交通法第百八条の十三により交通
事故の発生に関する情報を有しているのは（公財）交通事故総合分析セン
ターのみであるため、自動運転車を含む交通事故に関するデータについて
も、（公財）交通事故総合分析センターのみが有している。さらに、（公財）交
通事故総合分析センターは道路交通法第百八条の十四により
① 交通事故の実例に即して、道路交通の状況、運転者の状況その他の交
通事故に関係する事項について、その原因等に関する科学的な研究に資
するための調査を行うこと
② 交通事故の原因等に関する科学的な研究を目的として、事故例調査に
係る
情報又は資料その他の個別の交通事故に係る情報又は資料を分析するこ
と
③ 交通事故一般に関する情報又は資料を収集し、及び分析し、その他交
通事故に関する科学的な調査研究を行うこと
等を業務とし、本業務の遂行にあたっての十分な知識及び専門的な技術を
有している唯一の機関である。
従って、会計法第29条の3第4項、予決令第102条の4第3号により、（公財）
交通事故総合分析センターと随意契約を行うものである。

29,799,000 29,700,000 99.7% - 公財 国認定 1

本業務は、道路交通の安全と円滑の
実現といった政策目的の達成のため
に必要な支出であるが、「公共調達の
適正化について」（平成18年財計第
2017号）の趣旨を踏まえ随意契約し
ているものである。
なお、本事業は令和3年度限りの事
業である。

有

令和３年度　事業用自動
車に係る交通事故分析
等による交通事故削減
方策の検討業務

支出負担行為担当官
吉岡　幹夫
国土交通省道路局
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月26日

公益財団法人交通事故
総合分析センター
東京都千代田区神田猿
楽町2－7－8

2010005018547

本業務の目的は、交通安全対策の効果的な推進に資するよう、事業
用自動車に係る重大事故に関する原因分析とその結果を踏まえて
の道路管理者が取り得る交通安全対策の提案を行うこと及び過去
に交通事故が発生した場所の特性と件数の関係について分析し、事
故件数の削減の可能性が高い領域を明確化するとともにその削減
方策について検討を行うことである。
本検討にあたっては、事業用自動車等事故と事故発生要因の因果
関係並びに事故要因と効果的な対策の関係について十分な知識を
有することが必要であるとともに、それらの裏付けとなる過去の事故
に関するデータを有することが必要となる。
事業用自動車等の交通事故に関するデータについては、道路交通
法第百八条の十三により交通事故の発生に関する情報を有してい
るのは（公財）交通事故総合分析センターのみである。
　また、（公財）交通事故総合分析センターは道路交通法第百八条
の十四により
① 　交通事故の実例に即して、道路交通の状況、運転者の状況そ
の他の交通事故に関係する事項について、その原因等に関する科
学的な研究に資するための調査を行うこと
　②　交通事故の原因等に関する科学的な研究を目的として、事故
例調査に係る情報又は資料その他の個別の交通事故に係る情報又
は資料を分析すること
　③　交通事故一般に関する情報又は資料を収集し、及び分析し、
その他交通事故に関する科学的な調査研究を行うこと
等を業務とし、本業務の遂行にあたっての十分な知識及び専門的な
技術を有している唯一の機関である。
従って、会計法第29条の3第4項、予決令第102条の4第3号により、
左記相手方と随意契約を行うものである。

24,904,000 24,860,000 99.8% - 公財 国認定 1

本業務は、交通安全対策の推進と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であるが、「公共調達の適正
化について」（平成18年財計第2017
号）の趣旨を踏まえ随意契約している
ものである。
なお、本事業は令和3年度限りの事
業である。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

下水道による総合的な都
市浸水対策の推進方策
検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月26日

共同提案体
公益財団法人日本下水
道新技術機構　他２者
東京都新宿区水道町3-
1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第
3号
本業務では、これまでの下水道による都市浸水対策の取組
を踏まえつつ、気候変動の影響等を考慮した取組を推進する
ため、『気候変動の影響を反映した計画への見直し』『内水浸
水想定区域図作成・公表・周知の加速化』等に向け、ハードと
ソフトを組み合わせた総合的な浸水対策の効果的な推進方
策について検討し、浸水被害の早期軽減を図ることを目的と
する。
業務の実施にあたり、「気候変動を踏まえた都市浸水対策に
関する検討会」提言及び「下水道政策研究委員会制度小委
員会」報告がとりまとめられており、当該提言等の内容を踏ま
えて、まずは、『気候変動の影響を反映した計画への見直し』
『内水浸水想定区域図作成・公表・周知の加速化』に向け、ガ
イドライン類について必要な見直し検討が必要不可欠である
ため、今般、企画競争による手続きを行った。
その結果、左記相手方の提案は、留意すべき事項が適切に
理解されていたとともに、既存ストックを活用した都市浸水対
策のための計画・設計手法の検討、既存規制緩和策の活用
促進に向けた誘導方策等の検討、多様な主体との連携強化
によるリスク低減手法等の検討等について、具体的な方法が
示されており、特定テーマに関する企画提案の的確性及び実
現性の観点等から妥当であるとして企画競争等審査委員会
において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意
契約を締結するものである。

39,567,000 39,556,000 100.0% - 公財 国認定 1

本業務は、浸水被害の早期軽減と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であるが、参加条件等の見直
し、十分な契約準備期間の確保、業
務内容の明確化など、競争性を高め
る取り組みを実施しており、点検の結
果問題はない。引き続き透明性の向
上に努めるなど一者応札の解消に取
り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

雨天時における下水道
の適正処理等に係る検
討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月26日

共同提案体
公益財団法人日本下水
道新技術機構　他２者
東京都新宿区水道町3-
1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第
3号
本業務では、流域下水道及び流域関連公共下水道における
雨天時浸入水対策計画策定の促進に向けた誘導方策の検
討を行うとともに、雨天時の運転管理の工夫を行っている処
理場において効果的な運転管理方法について検討すること
に加え、令和６年度以降の合流改善対策のあり方について検
討し、下水道における適切な雨天時の適正な処理を推進する
ことを目的とする。
業務の実施にあたり、分流式下水道を採用している都市にお
いては、施設の老朽化の進行や地震等の被災、高強度降雨
の増加等に伴い、降雨時に下水の流量が増加し、汚水管等
からの溢水や宅内への逆流等が発生しており、「雨天時浸入
水対策ガイドライン（案）」に基づき、早期の雨天時浸入水対
策計画の策定及び計画に基づく雨天時浸入水対策の実施検
討等が必要不可欠であるため、今般、企画競争による手続き
を行った。
その結果、左記相手方の提案は、留意すべき事項が適切に
理解されていたとともに、雨天時浸入水対策計画策定等の促
進に向けた誘導方策の検討、下水道における雨天時の運転
管理に関する検討等について、具体的な方法が示されてお
り、特定テーマに関する企画提案の的確性及び実現性の観
点等から妥当であるとして企画競争等審査委員会において
特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意
契約を締結するものである。

24,970,000 24,915,000 99.8% - 公財 国認定 1

本業務は、雨天時浸入水対策計画策
定の促進といった政策目的の達成の
ために必要な支出であるが、参加条
件等の見直し、十分な契約準備期間
の確保、業務内容の明確化など、競
争性を高める取り組みを実施してお
り、点検の結果問題はない。引き続き
透明性の向上に努めるなど一者応札
の解消に取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有
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の区分
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の区分
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募者数
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点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
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の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

持続性ある多自然川づく
りに関する方策検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月26日

共同提案体
公益財団法人日本生態
系協会　他１者
東京都豊島区西池袋2-
30-20

6013305001887

根拠条文　会計法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４
第３号
平成29年6月に、「河川法改正２０年　多自然川づくり推進委
員会」の提言「持続性ある実践的多自然川づくりに向けて」が
とりまとめられた。本業務では、提言に基づく取組として、多
自然川づくりを一層推進していくために、河川環境の定量的
な評価及び将来を見据えた河川のあり方などを検討するとと
もに、多様な主体と連携して生態系ネットワークに関する取組
を拡大させる方策について検討することを目的とする。
　本業務の実施に当たっては、河川環境の評価と改善の考え
方について、流域を含めた河川全体を俯瞰し河道特性を把
握した上で、河川の瀬や淵などの環境要素と生物環境との関
係を踏まえて定量的な河川環境の把握や評価方法を検討す
る必要がある。また、長期的な将来の河川像について、気候
変動をはじめとする多面的な視点から河川をとりまく状況の
変化を踏まえた検討をする必要があり、河川内の物理的、生
態的特徴のみならず、流域も含めた河川環境について、豊か
な経験と高度な知識が求められることから、企画提案させる
必要があった。
　今般、企画競争による手続きを行い、その結果、左記相手
方の提案は、業務内容を十分に理解したものであり、的確性
が高く評価できるとして企画競争等審査委員会において特定
された。
　よって、本業務を履行できるのは左記相手方のみであるた
め、随意契約を締結するものである。

29,964,000 29,920,000 99.9% - 公財 国認定 1

本業務は、河川環境の定量的な評価
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化など、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明性の
向上に努めるなど一者応札の解消に
取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無

持続性ある多自然川づく
りに関する方策検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月26日

共同提案体
公益財団法人リバーフ
ロント研究所　他１者
東京都中央区新川1-
17-24

1010005018655

根拠条文　会計法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４
第３号
平成29年6月に、「河川法改正２０年　多自然川づくり推進委
員会」の提言「持続性ある実践的多自然川づくりに向けて」が
とりまとめられた。本業務では、提言に基づく取組として、多
自然川づくりを一層推進していくために、河川環境の定量的
な評価及び将来を見据えた河川のあり方などを検討するとと
もに、多様な主体と連携して生態系ネットワークに関する取組
を拡大させる方策について検討することを目的とする。
　本業務の実施に当たっては、河川環境の評価と改善の考え
方について、流域を含めた河川全体を俯瞰し河道特性を把
握した上で、河川の瀬や淵などの環境要素と生物環境との関
係を踏まえて定量的な河川環境の把握や評価方法を検討す
る必要がある。また、長期的な将来の河川像について、気候
変動をはじめとする多面的な視点から河川をとりまく状況の
変化を踏まえた検討をする必要があり、河川内の物理的、生
態的特徴のみならず、流域も含めた河川環境について、豊か
な経験と高度な知識が求められることから、企画提案させる
必要があった。
　今般、企画競争による手続きを行い、その結果、左記相手
方の提案は、業務内容を十分に理解したものであり、的確性
が高く評価できるとして企画競争等審査委員会において特定
された。
　よって、本業務を履行できるのは左記相手方のみであるた
め、随意契約を締結するものである。

29,964,000 29,920,000 99.9% - 公財 国認定 1

本業務は、河川環境の定量的な評価
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化など、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明性の
向上に努めるなど一者応札の解消に
取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
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無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
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の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

自動運転車の事故に関
する事故調査分析研究
業務【業務委託】
一式

支出負担行為担当官
国土交通省自動車局
長
秡川  直也
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月28日

公益財団法人交通事故
総合分析センター
東京都千代田区神田猿
楽町2-7-8

2010005018547

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務について、参加意思確認書の提出を招請する公募を
実施した結果、参加意思確認書の提出者はいなかったことか
ら、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０
２条の４第３項の規定により、当該契約の相手方と委託契約
を締結したものである。
なお、当該契約の相手方は、道路交通法第１０８条の１３に基
づく交通事故調査分析センターとして指定を受け、事故調査
を実施している唯一の法人である。

40,212,415 37,485,164 93.2% - 公財 国認定 1

本業務は、事故原因究明と再発防止
策を図るといった政策目的の達成の
ために必要な支出であるが、参加条
件等の見直し、十分な契約準備期間
の確保、業務内容の明確化、参入拡
大を前提とした適切な業務内容の検
討を行うなど、競争性を高める取り組
みを実施しており、点検の結果問題
はない。引き続き透明性の向上に努
めるなど一者応募の解消に取り組む
ものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

河川環境教育推進検討
業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月30日
公益財団法人河川財団
東京都中央区日本橋小
伝馬町11-9

9010005000135

根拠条文
・会計法第２９条の３第４項「契約の性質又は目的が競争を許
さない場合」
・予算決算及び会計令第１０２条の４第３号「契約の性質若し
くは目的が競争を許さない場合又は緊急の必要により競争に
付することができない場合」
本業務は、令和２年度から新しい学習指導要領が全面実施
され、学校教育等の教育関係者が授業等で行っている河川
環境教育のアクティブ・ラーニング等の実施状況を把握し、学
校教育の場で普及拡大を図るための効果的な学習内容や支
援ツール等の検討を行うものである。
　本業務の実施にあたっては、学校教育についての理解のも
と、アクティブ・ラーニング等を通じた河川環境教育の取組み
を推進するための課題の調査等を行い、今後の効果的な学
習内容や支援ツール等を検討する必要があり、豊かな経験と
高度な知識が求められることから、企画提案させる必要が
あった。
　今般、企画競争による手続きを行い、その結果、左記相手
方の提案は、業務内容を　適切に把握しており、的確性・実
現性に優れていることから、企画競争等審査委員会において
特定された。
  よって、本業務を履行できるのは左記相手方のみであるた
め、随意契約を締結するものである。

14,520,000 14,520,000 100.0% - 公財 国認定 1

本業務は、河川環境教育の普及拡大
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化など、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明性の
向上に努めるなど一者応札の解消に
取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

河川維持管理及び点検・
評価の効率化に関する
検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月30日

共同提案体
公益財団法人河川財団
他２者
東京都中央区日本橋小
伝馬町11-9

9010005000135

根拠条文： 会計法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４
第３号
　本業務は、河川維持管理及び点検・評価の効率化を推進し
ていくことを目的として、河川における維持管理状況の事例収
集及び分析を行い、各種点検要領等の改定案や河川維持管
理データベースの活用促進に必要な改良について検討する
ものである。
　したがって、本業務の実施にあたっては、河川維持管理の
現状を踏まえた、点検要領等の改定案や河川維持管理デー
タベースの活用促進に必要な改良の検討において専門的な
技術が求められることから、企画提案させる必要があった。
　今般、企画競争による手続きを行い、その結果、左記相手
方の提案は、実施方針等について本業務の業務項目を適切
に把握するとともに、河川維持管理及び点検・評価の効率化
等を検討するにあたって考慮すべき基準を体系的に理解した
提案であり実現性が示されたことから、企画競争等審査委員
会において特定された。
　よって、本業務を最も適切に行える唯一の者として、左記相
手方と随意契約を締結するものである。

40,029,000 39,952,000 99.8% - 公財 国認定 1

本業務は、河川維持管理等の効率化
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化など、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明性の
向上に努めるなど一者応札の解消に
取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

河川維持管理のDX（効
率化・高度化）に関する
検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年4月30日

共同提案体
公益財団法人河川財団
他２者
東京都中央区日本橋小
伝馬町11-9

9010005000135

根拠条文： 会計法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４
第３号
　本業務は、河川管理の現状や新たな知見・デジタル技術の
変化を踏まえ、情報等の横断的活用等による河川管理全体
の効率化・高度化について検討を行い、体系的な維持管理の
実施に資することを目的に検討するものである。
本業務の実施にあたっては、河川管理の現状を踏まえなが
ら、蓄積された情報等の整理・デジタル化、地形情報等の三
次元化、i-Construction等、新たなデータの蓄積や技術の進
展を踏まえ、これらを連携・体系化させ活用することにより、
維持管理の効率化・高度化を図る必要であることから、企画
提案させる必要があった。
今般、企画競争による手続きを行い、その結果、左記相手方
の提案は、業務内容を　適切に把握しており、的確性・実現
性・独創性に優れていることから、企画競争等審査委員会に
おいて特定された。
よって、本業務を履行できるのは左記相手方のみであるた
め、随意契約を締結するものである。

34,045,000 33,968,000 99.8% - 公財 国認定 1

本業務は、河川管理全体の効率化・
高度化といった政策目的の達成のた
めに必要な支出であるが、参加条件
等の見直し、十分な契約準備期間の
確保、業務内容の明確化など、競争
性を高める取り組みを実施しており、
点検の結果問題はない。引き続き透
明性の向上に努めるなど一者応札の
解消に取り組むものとする。
なお、本業務は令和3年度限りの事
業である。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

安全で誰もが使いやすい
これからの駐車場のあり
方とまちづくりに資する駐
車場の空間活用方策に
関する調査検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年5月11日

共同提案体（構成員）
公益社団法人立体駐車
場工業会 他2者
東京都中央区新川2-9-
9

2010005018480

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、駐車場の安全性の向上やバリアフリー化、空間活
用等に関するデータの集計や取組事例の収集による現状の
把握、課題の分析等を通じ、誰もが使いやすいこれからの駐
車場の実現とまちづくりに資する駐車場の空間活用に向けた
取組の推進を図ることを目的とする。
本業務を行うにあたっては、都市交通に関する検討業務を
行った実績を有していることなどが必要であり、担当者の知
識や経験及び本業務のテーマ等の検討方法についての幅広
い提案を評価し、優れた提案を選定する企画競争を経て発注
することが適切であるため、価格中心による一般競争ではな
く、当該手続きを行ったところである。
その結果、左記相手方の企画提案については、本業務の趣
旨を的確に理解し、特定テーマに対する企画提案について
も、的確性及び実現性があるものと判断した。また、本業務
の遂行にあたって十分な専門性、経験があると判断したこと
から、企画競争実施委員会及び企画競争有識者委員会にて
当該法人を特定したものである。
したがって本調査については、当該法人と随意契約を行うも
のである。

16,489,000 16,489,000 100.00% - 公社 国認定 2

本業務は、駐車場の空間活用の推進
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化、など、競争性を
高める取り組みを実施したことによ
り、複数者からの応札が実現している
と考えられ、点検の結果問題はない。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

ゆとりとにぎわいある「居
心地が良く歩きたくなる」
街路づくりに関する調査
検討

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年5月11日

共同提案体（代表者）
公益社団法人日本交通
計画協会 他1者
東京都文京区本郷3-
23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、「居心地が良く歩きたくなる」街路づくりに向けた取
組の具体的な事業運用方策の確立のための検討や当該取
組に関する広報・普及啓発等、取組の裾野を拡大するための
方策について、「居心地が良く歩きたくなる」街路づくりに関す
る取組の調査・検討を行うものである。
本業務を行うにあたっては、都市政策に関する業務を行った
実績を有していることなどが必要であり、担当者の知識や経
験及び本業務のテーマ等の検討方法についての幅広い提案
を評価し、優れた提案を選定する企画競争を経て発注するこ
とが適切であるため、価格中心による一般競争ではなく、当
該手続きを行ったところである。
その結果、左記相手方の企画提案は、本業務の趣旨を的確
に理解し、妥当性の高い実施手順を提示しており、特定テー
マに対する企画提案についても、的確性及び実現性に優れ
ていると判断したこと、また、本業務の遂行にあたって十分な
専門性、経験があると判断したことから、企画競争実施委員
会及び企画競争有識者委員会にて当該共同提案体を特定し
たものである。
したがって本調査については、当該共同提案体と随意契約を
行うものである。

13,999,700 13,926,000 99.47% - 公社 国認定 1

本業務は、「居心地が良く歩きたくな
る」街路づくりといった政策目的の達
成のために必要な支出であるが、参
加条件等の見直し、十分な契約準備
期間の確保、業務内容の明確化な
ど、競争性を高める取り組みを実施し
たが、一者応募となっているものであ
る。今後は、参入拡大を前提とした適
切な業務内容の検討に取り組むなど
競争性を高める見直しを行うことと
し、引き続き一者応札の解消に取り
組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

治水事業の広報等に関
する資料作成業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年5月18日

公益社団法人日本河川
協会
東京都千代田区麹町2-
6-5

5010005016762

根拠条文： 会計法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４
第３号
　気候変動の影響等により激甚化・頻発化する水害に対して
国民の生命や暮らしを守るため「流域治水」という考え方を打
ち出した。今後「流域治水」の取組を推進するためには、水害
の実態やそれに対する河川行政及び治水事業の効果につい
て流域の関係者、ひいては国民全体の理解を得ることが重
要である。本業務では、近年の水害の被災実態や河川行政
の施策、整備の進捗状況等を整理した広報資料を作成する
とともに、事業の効果等を発信するHPの運営補助等を行なう
こととする。
　本業務の実施にあたっては、治水事業や河川行政等に関
わる高度な知識と技術を必要とするため、今般、企画競争に
よる手続きを行った。
　その結果、左記相手方の企画提案は業務理解度や特定
テーマに対する的確性と実現性等の観点から優れていると企
画競争等審査委員会において特定された。
　よって、本業務を遂行しうる者として、左記相手方と随意契
約を締結するものである。

11,946,000 11,946,000 100.0% - 公社 国認定 1

本業務は、河川事業の効果等の発信
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化など、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明性の
向上に努めるなど一者応札の解消に
取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

令和３年度 河川に係る
活動に関する調査検討
業

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年5月18日

公益社団法人日本河川
協会
東京都千代田区麹町2-
6-5

5010005016762

根拠条文： 会計法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４
第３号
・政府調達に関する協定第１３条第１項（ｂ）「技術的な理由に
より競争が存在しない」
・国の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める政
令第１３条第１項第１号「特定役務の調達をする場合におい
て、当該調達の相手方が特定されているとき」
本業務は、水循環系の健全化に寄与する水防災、水環境、
水文化分野などの河川に係る活動の国内における水循環系
への関心について広く調査し、その結果を踏まえて「日本水
大賞」の募集・企画、表彰審査及び表彰式の企画・運営方針
に適切に反映・実施するための検討を行うことを目的とする。
本業務の実施において、水防災に関する基本的な理念であ
る水防災意識社会の実現に向け、防災教育や避難訓練等の
水害に関する地域防災について着目し、国の施策に沿った取
り組みや活動特性に応じた活動内容の整理や調査分析を行
う能力が必要となり、豊かな経験と高度な知識が求められる
ことから、今般、企画競争による手続きを行った。
　その結果、左記相手方の提案は、「実施方針・実施フロー・
工程表等」、「特定テーマに対する企画提案の的確性及び実
現性」で優れており、当該業務の遂行に十分な能力を有する
と企画競争等審査委員会において認められた。
　よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意
契約を締結するものである。

28,831,000 28,677,000 99.5% - 公社 国認定 1

本業務は、「日本水大賞」の募集・企
画といった政策目的の達成のために
必要な支出であるが、参加条件等の
見直し、十分な契約準備期間の確
保、業務内容の明確化など、競争性
を高める取り組みを実施しており、点
検の結果問題はない。引き続き透明
性の向上に努めるなど一者応札の解
消に取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

常時微動計測による橋
脚の固有振動数同定シ
ステムの開発

支出負担行為担当官
国土交通省大臣官房
会計課長
中田　裕人
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年5月20日

公益財団法人鉄道総合
技術研究所
東京都国分寺市光町2-
8-38

3012405002559

本事業は、実用段階に達していない技術シーズや要素技術
の現場実証を行い、技術シーズの実用化や新技術の現場実
装を推進する新技術導入促進調査において、「常時微動計測
による橋脚の固有振動数同定システムの開発」について、研
究開発を進めるものである。具体的には橋脚天端部にセンサ
を設置して常時微動を計測することで、橋脚健全度の指標で
ある固有振動数を同定するアルゴリズムの適用性を検証し、
常時微動計測システムの基本仕様の策定及びマニュアル化
を図るものである。本研究を遂行するにあたっては、高い技
術力を有している必要がある。公益財団法人鉄道総合技術
研究所は、本研究開発に係る以下の応募要件を全て満たし
ており、かつ、本研究開発を遂行する能力を有する機関は、
知る限りにおいて本研究体しか存在しない。このため、当該
研究体を特定法人等と特定した上で、以下の応募要件を満
たすと認められる者がいない場合に特定法人等との随意契
約手続きに移行することを明示して「参加意思確認書の提出
を招請する公募」を行ったところ、参加意思確認書を提出する
ものがいなかった。以上のことから、本委託業務を遂行するこ
とができるのは、「参加意思確認書の提出を招請する公募」
にあたり、特定法人等として特定していた、公益財団法人鉄
道総合技術研究所しかなく、会計法第29条の３第４項の契約
の性質又は目的が競争を許さない場合に該当するため、当
該研究体を選定業者として、選定するものである。

16,911,639 16,720,000 98.9% - 公財 国認定 1

本業務は、鉄道輸送の安全性向上と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であるが、競争性を高める取り
組みを実施しており、点検の結果問
題はない。なお、本業務は令和3年度
限りの事業である。

有

民間活力を生かした緑地
活用・管理手法検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年5月20日

公益財団法人都市緑化
機構
東京都千代田区神保町
3-2-3

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、屋上緑化・壁面緑化を対象とした施工実績調査及
び霞ヶ関合同庁舎３号館を具体例とした効果検証等を通じ
て、民間主体による質の高い緑地空間の整備を推進していく
ための方策検討を行うことを目的とするものであり、本業務の
履行にあたっては、都市緑地関係の専門的知見や調査分析
能力が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置
予定者の知識や経験、業務の実施方針、特定テーマに対す
る企画提案等を評価し、請負者を選定できる企画競争により
発注することが適切であり、当該手続きを行ったところであ
る。
企画競争実施のため、令和３年３月22日から令和３年４月９
日までの期間、庁舎内掲示板及び調達情報公開システムに
て本業務に係る企画を募集したところ、９者が業務説明書の
交付を求め、期限までに１者から企画提案書の提出があっ
た。提出のあった１者の企画提案書の内容について、評価者
３名による匿名審査方式による書類審査を行い、「企画競争
実施委員会」及び「都市局企画競争有識者委員会」に諮った
結果、公益財団法人都市緑化機構の企画提案が特定され
た。
その内容は、業務の趣旨を的確に理解し、特定テーマに対す
る企画提案についても、的確性、実現性があり、本業務の遂
行に当たって十分な専門性、経験を有していると判断される
ことから、同法人と随意契約を行うものである。

15,994,000 15,977,500 99.90% - 公財 国認定 1

本業務は、都市部における緑地空間
の創出の推進といった政策目的の達
成のために必要な支出であるが、参
加条件等の見直し、十分な契約準備
期間の確保、業務内容の明確化な
ど、競争性を高める取り組みを実施し
たが、一者応募となっているものであ
る。今後は、参入拡大を前提とした適
切な業務内容の検討に取り組むなど
競争性を高める見直しを行うことと
し、引き続き一者応札の解消に取り
組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

社会情勢の変化等を踏
まえた自転車等駐車場
の整備のあり方に関する
調査検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
榊 真一
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年6月1日

共同提案体（代表者）
公益社団法人日本交通
計画協会 他1者
東京都文京区本郷3-
23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、自転車の活用推進を図るため、社会情勢の変化
等を踏まえた自転車等駐車場の整備あり方の検討を行うとと
もに、都市交通としてのシェアサイクルをさらに普及促進して
いくための方策について検討することを目的としている。
本業務を行うにあたっては、自転車施策に関する業務を行っ
た実績を有していることなどが必要であり、担当者の知識や
経験及び本業務のテーマ等の検討方法についての幅広い提
案を評価し、優れた提案を選定する企画競争を経て発注する
ことが適切であるため、価格中心による一般競争ではなく、当
該手続きを行ったところである。
その結果、左記相手方の企画提案については、本業務の趣
旨を的確に理解し、特定テーマに対する企画提案について
も、的確性及び実現性があるものと判断した。また、本業務
の遂行にあたって十分な専門性、経験があると判断したこと
から、企画競争実施委員会及び企画競争有識者委員会にて
当該法人を特定したものである。
したがって本調査については、当該法人と随意契約を行うも
のである。

12,991,000 12,903,000 99.32% - 公社 国認定 2

本業務は、自転車の活用推進といっ
た政策目的の達成のために必要な支
出であるが、参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保、業務内
容の明確化など、競争性を高める取
り組みを実施したことにより、複数者
からの応札が実現していると考えら
れ、点検の結果問題はない。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

人口減少を踏まえた下水
道事業の持続的な運営
に向けた将来施策検討
業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年6月2日

公益財団法人日本下水
道新技術機構
東京都新宿区水道町3-
1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の３第４項及び予決令第102条の４
第３号
我が国の汚水処理人口普及率は令和元年度末時点で91.7%
であり、令和8年度までに施設整備を概ね完了することを目指
し整備を進めている。一方、今後人口減少の急速な進行が予
想されており、国としても将来の人口減少を見据えた都道府
県構想の見直しを推進している。地方公共団体は、下水道計
画区域の縮小などの対策を行っているが、施設の老朽化や
財政難等の課題も重なり、下水道事業を取り巻く環境は非常
に厳しいものである。
一層厳しさを増す昨今の情勢を踏まえ、下水道事業の持続
性向上のためのさらなる取り組みが必要である。
本業務では、人口減少をはじめとして下水道が直面する厳し
い課題を踏まえ、将来にわたって下水道事業を持続的に運営
するための施策について調査・検討を行うことを目的とする。
本業務の実施にあたっては、下水道事業において重点的に
取り組まれている様々な施策に関する幅広い知見に基づき、
特に下水道区域縮小の観点から、地方公共団体における先
行事例の研究を通じた全国的な施策展開についての高度な
分析・検討の実施が必要であり、企画競争する必要があっ
た。
その結果、左記相手方の企画提案書は、本業務に対する理
解度が高く、業務の目的にかなった｢的確性｣、「実現性」が評
価できること等から妥当であるとして、企画競争等審査委員
会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意
契約を締結するものである。

20,075,000 19,954,000 99.4% - 公財 国認定 2

本業務は、下水道事業の持続的運営
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化など、競争性を高
める取り組みを実施したことにより、
複数者からの応札が実現していると
考えられ、点検の結果問題はない。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

紙オムツ受入による下水
道施設への影響調査業
務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年6月2日

共同提案体
公益財団法人日本下水
道新技術機構　他１者
東京都新宿区水道町3-
1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第
3号
　本業務では、下水道における紙オムツの受入実現に向け、
Bタイプ（破砕・回収タイプ）ガイドラインに準拠した装置を使用
した社会実験を実施し、装置導入に伴う下水道等への影響を
評価・検証することを目的とするものである。
本業務の実施にあたっては、社会実験の実施による下水道
等への影響の評価・検証を行うことから、専門的知見に基づく
検討が必要不可欠であるため、今般企画競争による手続きを
行った。
その結果、左記相手方の提案には、社会実験の実施による
下水道等への影響の評価・検証を実施するにあたり、必要と
なる情報収集の手段や想定される具体的な支援施策などを
含む説得力の高い提案が示されており、またその提案内容を
裏付ける根拠も概ね示されていたことから、実現性が高いと
評価された。
そのため、特定テーマに関する企画提案の実現性等の観点
から企画競争審査委員会において妥当であるとして特定され
た。
よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意
契約を締結するものである。

23,947,000 23,870,000 99.7% - 公財 国認定 1

本業務は、下水道における紙オムツ
受入の検討実現といった政策目的の
達成のために必要な支出であるが、
参加条件等の見直し、十分な契約準
備期間の確保、業務内容の明確化な
ど、競争性を高める取り組みを実施し
ており、点検の結果問題はない。引き
続き透明性の向上に努めるなど一者
応札の解消に取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無

高齢者の安心につなが
る住宅課題検討に向け
た調査研究業務
一式

支出負担行為担当官
大臣官房会計課長
中田　裕人
東京都千代田区霞が
関２－１－３

令和3年6月8日

公益財団法人都市計画
協会
東京都千代田区紀尾井
町３ー３２

5010005018899

(1) 本業務は住まいや不動産に関する課題の解消により、高齢者等
の様々な世代が安心して暮らせるまちづくり、ひいては定住性の促
進・豊かな暮らしやすい地域づくりへ寄与することを目的とするもの
である。
(2) 本業務の履行に当たっては、次の要件を満たすことが必要であ
る。
○ 住宅市場、特に中古住宅市場における変化が日本の経済社会に
もたらすメリット・デメリットに関して予想されるシナリオを検討し、関
連文献や統計データ等を収集し、それらを適切に整理する能力があ
ること
○ 空き家等の住宅所有者及び不動産事業者等に対し、流通（売買
及び賃貸）に至るまでの過程における課題や困難等に関して有効な
方法により聞き取り調査を実施し、中古戸建て住宅の市場形成が進
まない要因を分析・整理する能力があること
○ 本件調査研究を進めるに当たって有益な知見を有する有識者等
を選定した上で意見聴取や会議運営を行い、結果をまとめる能力が
あること
(3) このため、本業務は価格による一般競争になじまず、調査内容、
調査方法、業務実施体制等に関する企画提案を評価して請負者を
選定する企画競争により発注することが適切であることから、その手
続を行った。審査した結果、左記は、前述(2)に示す要件を満たした
上で、提案内容の的確性及び実現性等において特に優れた提案を
行った者であると判断された。よって、左記を本業務に係る業者とし
て特定した。
(4) 以上を踏まえ、本業務は、会計法第29条の3第4項及び予算決算
及び会計令第102条の4第3号により、左記相手方と随意契約を締結
するものである。

11,990,000 11,968,000 99.8% - 公財 国認定 4

本業務は、住宅課題解決や定住性の
促進といった政策目的の達成のため
に必要な支出であるが、参加条件等
の見直し、十分な契約準備期間の確
保、業務内容の明確化、参入拡大を
前提とした適切な業務内容の検討を
行うなど、競争性を高める取り組みを
実施したことにより、複数者からの応
札が実現していると考えられ、点検の
結果問題はない。
なお、本事業は令和３年度限りの事
業である。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無

洋上風力発電の導入促
進に向けた海域の管理・
利用調整に関する調査
検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省大臣官房
会計課長
中田　裕人
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年6月14日
公益社団法人日本港湾
協会
東京都港区赤坂3-3-5

7010405000967

本業務は、再エネ海域利用法に基づく促進区域の指定に関
する業務等を行うものであるが、我が国において本格的な洋
上ウィンドファームの導入実績が無いため、海域の利用調整
方策及び促進区域の指定を検討する際に考慮すべき観点等
が明確でないことから、仕様を確定することが困難である。以
上により、専門的知識を有する者から検討の着眼点について
企画提案を募り、優れた提案を仕様に反映させることによっ
て、最適な業務遂行を行う必要があることから、企画競争方
式により発注することが適切と考え、国土交通省港湾局企画
競争実施要領に基づき企画競争を実施した結果、当該業者
が特定された。会計法第２９条の３第４項の契約の性質又は
目的が競争を許さない場合に該当するため、上記業者と随意
契約を締結するものである。

75,612,605 75,130,000 99.4% - 公社 国認定 1

本業務は、洋上風力発電の導入促進
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化、参入拡大を前提
とした適切な業務内容の検討を行う
など、競争性を高める取り組みを実
施しており、点検の結果問題はない。
引き続き透明性の向上に努めるなど
一者応募の解消に取り組むものとす
る。また、企画競争における提案書の
審査等においても公平性・公正性の
確保が十分に図られており、問題は
ない。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

他分野における先端技
術の下水道との連携可
能性等検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年6月14日

共同提案体
公益社団法人土木学会
他１者
東京都新宿区四谷1

5011105004847

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
　下水道事業は、公衆衛生の向上、公共用水域の水質保全、浸水
対策などを目的に整備が開始されたが、昨今では、下水道資源・エ
ネルギーの有効利用、低炭素・循環型社会の構築などの役割も求
められている。今後、他分野との交流により下水道分野に新たな視
点や手法による研究が増えていくこと又は下水道に関わる基礎的研
究がさらに幅を広げ活性化していくことは、下水道事業の持続と進化
のために重要であると考えられ、防災、都市活動、農林水産、工業、
エネルギー供給、医療健康などとの連携促進が期待される。一方
で、経済合理性が乏しい技術分野の研究や学術的基礎研究等は、
民間事業者だけではその実施が進まないことが懸念され、研究開発
における学や官の役割分担が重要である。
本業務は、下水道事業の持続可能性確保及び付加価値向上のた
め、下水道における先端技術の他分野との連携可能性や、下水道
システム全体の最適化の視点から施設管理に関する今後の研究開
発の方向性について検討するための基礎調査を行うことを目的とす
る。
本業務の実施に当たっては、下水道管理者のニーズの把握や、下
水道システムの基礎的研究を踏まえた上での企画や、他分野研究
者との連携手法や連携により創出される効果を踏まえた検討が必要
不可欠であり、今般、企画競争による手続きを行った。
その結果、左記相手方は、業務の理解度及び実施手順が適切であ
り、特定テーマに関する企画提案の的確性、実現性等の観点も妥当
であるとして、企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意契約を締
結するものである。

14,982,000 14,960,000 99.9% - 公社 国認定 1

本業務は、下水道事業の持続と進化
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化など、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明性の
向上に努めるなど一者応札の解消に
取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無

下水道分野における革
新的技術等普及展開方
策検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年6月18日

公益財団法人日本下水
道新技術機構
東京都新宿区水道町3-
1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
　下水道事業においては、人口減少を踏まえた下水道経営を改善す
るための省エネ等によるコスト縮減、増加する老朽化施設の適切な
維持管理・更新、近年多発する集中豪雨への対応、下水道の有する
資源・エネルギーの有効利用による循環型社会の構築や地球温暖
化対策など、様々な課題を抱えている。
また、平成29年８月に策定された新下水道ビジョン加速戦略におい
ても、下水道をめぐる社会情勢の変化等に対応し、下水道事業の持
続性をさらに高めるためにより効果的・効率的な技術開発が求めら
れている。
本業務では、下水道事業における重点課題や自治体のニーズを把
握し、今後実施すべき技術開発の方向性を検討するとともに、これま
でに一般化された革新的技術等の普及展開方策についてとりまと
め、下水道分野における技術開発を促進させることを目的とする。
本業務の実施に当たっては、下水道分野の技術開発に関する幅広
い知識や、シーズとニーズのマッチングや他省庁の技術開発制度を
踏まえた上での企画や、優良な技術シーズの発掘方法を踏まえた
検討が必要不可欠であり、今般、企画競争による手続きを行った。
その結果、左記相手方は、業務の理解度及び実施手順が適切であ
り、特定テーマに関する企画提案の的確性、実現性等の観点も妥当
であるとして、企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、左記相手方と随意契約を締
結するものである。

20,911,000 20,284,000 97.0% - 公財 国認定 1

本業務は、新下水道ビジョン加速戦
略といった政策目的の達成のために
必要な支出であるが、参加条件等の
見直し、十分な契約準備期間の確
保、業務内容の明確化など、競争性
を高める取り組みを実施しており、点
検の結果問題はない。引き続き透明
性の向上に努めるなど一者応札の解
消に取り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

令和3年度　鉄道におけ
る自動運転技術に関す
る調査研究

支出負担行為担当官
国土交通省大臣官房
会計課長
中田　裕人
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年6月18日

公益財団法人鉄道総合
技術研究所
東京都国分寺市光町2-
8-38

3012405002559

鉄道事業者においては、近年の人口減少の影響等により、運転士
等の鉄道係員の確保・養成が困難になってきている。このため、鉄
道事業者においてはより一層の業務の効率化・省力化が必要となっ
ており、その一環で運転士の乗務しない自動運転の導入が求められ
ている。しかし、鉄道における自動運転は、これまで人等が容易に線
路内に立ち入ることができない新交通で実現されており、踏切等の
ある一般的な路線では導入されていない。
本業務は、線路内の支障物に対する対策や、乗務員等の代替とな
る設備・機能、GoA2.5係員との役割分担を考慮した保安システムな
どについて検討することにより、一般的な路線を対象とした自動運転
に必要な技術的要件を整理するための調査研究を行うものである。
これらの検討にあたっては、支障物検知のためのセンサ技術や、乗
務員等の代替となる設備・機能を検討するための運転取扱い等に関
する幅広い知識や鉄道の保安システムに関する技術など、様々な専
門的な知見が必要となり、また、過去に同種検討を行った事例もな
いことから調査研究方法を示すことは非常に困難である。
以上のことから、運転取扱い等に関する幅広い知識や鉄道保安シス
テムに関する技術などに精通した者から信頼性の高い成果とするた
めの具体的な調査研究方法について提案を求め、より業務目的に
沿った提案を採用するため、企画競争を行った。
当該法人は、提案要領に基づき企画競争を実施し評価した結果、高
い評価を受けて選定された法人であり、会計法第２９条の３第４項の
契約の性質又は目的が競争を許さない場合に該当する。

14,059,060 13,948,000 99.2% - 公財 国認定 1

本業務は、鉄道の安全・安定輸送と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であるが、競争性を高める取り
組みを実施しており、点検の結果問
題はない。なお、本業務は令和3年度
限りの事業である。また、企画競争に
おける提案書の審査等においても公
平性・公正性の確保が十分に図られ
ており、問題はない。

有

令和３年度　道路管理者
による道路情報提供手
法の高度化に関する検
討業務

支出負担行為担当官
吉岡　幹夫
国土交通省道路局
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年6月29日

公益財団法人日本道路
交通情報センター及び
ニュープランニング共同
提案体
東京都千代田区飯田橋
1－5－10
教販九段ビル8階

2010005004175

本業務では、道路管理者が平時・災害時を含めた道路情報
の提供を実施するにあたり、収集した道路情報を網羅的に格
納、蓄積したうえで、汎用性の高い情報を提供できるデータ
ベースについて検討を行い、情報伝達の効率化およびシステ
ム構築費用の低廉化を図ることを目的とする。
本業務を遂行する者は、道路管理者の要望を取り入れた汎
用性の高いデータベース構築の検討にあたり、検討対象とす
るデータの種別や内容、提供方法等についての知見を有して
いる必要がある。企画競争において、配置予定技術者の経
験及び能力、特定テーマに対する技術提案等について広く提
案を求め、それを評価する必要があることから、企画競争を
実施した。
提出された企画提案書を審査した結果、上記相手方の企画
提案は、現在の道路情報提供における課題を把握した上で、
道路情報提供に必要なデータの収集・格納方法の検討につ
いて、具体的な提案がなされたことから、業務を遂行するうえ
で妥当なものであると道路局企画競争有識者委員会におい
て特定された。
　よって、本業務を履行できるのは上記相手方のみであるた
め、随意契約を締結するものである。

根拠条文：会計法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４
第３号

14,927,000 14,927,000 100.0% - 公財 国認定 1

本業務は、道路情報の伝達の効率化
といった政策目的の達成のために必
要な支出であるが、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化など、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明性の
向上に努めるなど一者応札の解消に
取り組むものとする。
なお、本業務は令和3年度限りの事
業である。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

古民家等の歴史的資源
を活用した観光まちづくり
推進のための調査事業

支出負担行為担当官
観光庁次長
村田 茂樹
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年7月5日

公益財団法人日本交通
公社
東京都港区南青山2-7-
29

5010005018866

会計法第２９条の３第４項
　予算決算及び会計令第１０２条の４第３号
本業務は、歴史的資源を活用した観光まちづくりの取組をさ
らに推進するために、既存の全国200地域の取組展開地域に
おける更なる質的向上（旅行消費額の増加、長期滞在の促
進等）及び、先進事例の取組の他地域への横展開を進めるこ
とを目的とする。
このため、本業務の実施にあたっては、歴史的資源を活用し
た観光まちづくりに関する専門的な知識が不可欠である。加
えて本業務における十分な成果を得るためには、確実な業務
遂行体制とともに、効果検証及び分析事業に高度に精通して
いることが必要であり、そのような能力を有する事業者から、
斬新かつ現実的なアイディアを広く募り、選出することにより、
最も効果的、効率的な事業運営を目指すものである。
その内容を評価した結果、当該法人の企画提案書が特定さ
れたことから、左記業者と随意契約を締結するものである。

34,988,298 34,988,298 100.0% - 公財 国認定 18

本業務は、2030年の訪日外国人旅行
者数6,000万人、旅行消費額15兆円
等といった政策目的の達成のために
必要な支出であり、参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確保、
業務内容の明確化、参入拡大を前提
とした適切な業務内容の検討を行う
など、競争性を高める取り組みを実
施したことにより、複数者からの応募
が実現していると考えられ、点検の結
果問題はない。また、企画競争にお
ける提案書の審査等においても公平
性・公正性の確保が十分に図られて
おり、問題はない。なお、本業務は令
和3年度限りの事業である。

無

ウォーカブル空間におけ
る自動運転バス等のモビ
リティの導入に関する調
査検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
宇野 善昌
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年7月6日

共同提案体（代表者）
公益社団法人日本交通
計画協会 他1者
東京都文京区本郷3-
23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、ウォーカブル空間への自動運転バス等のモビリ
ティの導入において、自動運転技術とウォーカブル空間の親
和性を高めるための、都市交通のあり方や、自動運転技術の
導入に対応した街路施設の整備方策について検討することを
目的とする。
本業務を行うにあたっては、公共交通の導入又は自動運転
技術の導入に関する業務を行った実績を有していることなど
が必要であり、担当者の知識や経験及び本業務のテーマ等
の検討方法についての幅広い提案を評価し、優れた提案を
選定する企画競争を経て発注することが適切であるため、価
格中心による一般競争ではなく、当該手続きを行ったところで
ある。
その結果、上記相手方の企画提案は、本業務の趣旨を的確
に理解し、妥当性の高い実施手順を提示しており、特定テー
マに対する企画提案についても、的確性、実現性に優れてい
ると判断したこと、また、本業務の遂行にあたって十分な専門
性、経験があると判断したことから、企画競争実施委員会及
び企画競争有識者委員会にて当該共同提案体を特定したも
のである。
したがって本調査については、会計法第２９条の３第４項及び
予決令第１０２条の４第３号に基づき、ウォーカブル空間にお
ける自動運転バス等のモビリティの導入に関する調査検討業
務公益社団法人日本交通計画協会・パシフィックコンサルタ
ンツ株式会社共同提案体と随意契約を行うものである。

11,979,000 11,946,000 99.72% - 公社 国認定 1

本業務は、都市交通における自動運
転技術の活用推進といった政策目的
の達成のために必要な支出である
が、参加条件等の見直し、十分な契
約準備期間の確保、業務内容の明確
化など、競争性を高める取り組みを
実施したが、一者応募となっているも
のである。今後は、参入拡大を前提と
した適切な業務内容の検討に取り組
むなど競争性を高める見直しを行うこ
ととし、引き続き一者応札の解消に取
り組むものとする。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

都市交通システムの海
外展開に関する調査・支
援業務

支出負担行為担当官
都市局長
宇野 善昌
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年8月10日

共同提案体（構成員）
公益社団法人日本交通
計画協会
東京都文京区本郷3-
23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
　本業務は、都市交通システムの導入可能性がある国や地域に関する情
報収集・整理や、本邦企業が有する都市交通システムの優位性およびセー
ルスポイントを踏まえた海外展開戦略を検討する。また、先方政府関係者に
対する日本の都市交通システムの優位性等を紹介するためのセミナーの企
画等や、国内での官民情報共有を目的とした研究会の開催等を行うことで、
都市交通分野における本邦企業の海外展開を推進することを目的とする。
　本業務の履行にあたっては、新興国等における都市交通システムの最新
動向の調査及び分析整理を行った上で、本邦技術の優位性を生かした提
案を行うため、及び都市交通システム導入の可能性が高い国に対して、対
象都市のニーズや現地状況に応じて、効果的に日本の保有する知見や技
術を紹介する方法を検討するための高度な知識・技術を有していることなど
が必要であり、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の
経験及び能力、実施方針・実施フロー・工程表・その他、特定テーマに対す
る企画提案等を評価し、請負者を選定できる企画競争により発注することが
適切であり、その手続きを行ったところである。
　企画競争実施のため、令和３年６月30日から７月13日までの期間、庁舎
内掲示板および調達情報公開システムにて本調査に関する企画を募集し
たところ、10者が業務説明書の交付を求め、７月13日までに２者から企画書
の提出があった。提出のあった２者の企画書の内容について、評価者３名
による書類審査を行い、「企画競争実施委員会」および「都市局企画競争有
識者委員会」に諮った結果、都市交通システムの海外展開に関する調査・
支援業務 日本工営・日本交通計画協会共同提案体が、本業務について適
切な企画提案が行われており、本調査を確実に遂行できる能力を有してい
ると判断できることから同者が特定された。
　したがって本業務については、会計法29条の3第4項および予算決算およ
び会計令第102条の4第3号に基づき、同者と随意契約を行うものである。

15,994,000 15,994,000 100.0% - 公社 国認定 2

本業務は、都市交通分野の海外展開
推進といった政策目的の達成のため
に必要な支出であるが、参加条件等
の見直し、十分な契約準備期間の確
保、業務内容の明確化など、競争性
を高める取り組みを実施したことによ
り、複数者からの応札が実現している
と考えられ、点検の結果問題はない。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無

画像を用いたトンネル健
全度自動判定・要注意箇
所表示技術の開発

支出負担行為担当官
国土交通省大臣官房
会計課長
大沼　俊之
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年9月1日

公益財団法人鉄道総合
技術研究所
東京都国分寺市光町2-
8-38

3012405002559

本委託研究は、国土交通省の交通分野に係る政策課題の解
決に資する研究開発を重点的に実施するため、国土交通省
総合政策局技術政策課により設置された学識経験者等から
なる交通運輸技術開発推進外部有識者会合において、あら
かじめ研究開発課題の公募を行い、同外部有識者会合にお
いて審査基準に基づき審査された結果、「画像を用いたトンネ
ル健全度自動判定・要注意箇所表示技術の開発」（公益財団
法人鉄道総合技術研究所）が研究課題として選定されたもの
である。以上のことから、本委託研究は、審議会等により委託
先が決定された者との委託契約に該当するので会計法第２９
条３の第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４の第３
号の規定により、随意契約するものである。

13,004,667 12,936,110 99.5% - 公財 国認定 16

本業務は、鉄道輸送の安全性向上と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であるが、競争性を高める取り
組みを実施したことにより、複数者か
らの応札が実現していると考えられ、
点検の結果問題はない。

無

令和3年度　基礎・抗土
圧構造物の維持管理に
関する調査研究

支出負担行為担当官
国土交通省大臣官房
会計課長
大沼　俊之
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年9月14日

公益財団法人鉄道総合
技術研究所
東京都国分寺市光町2-
8-38

3012405002559

本業務は、基礎・抗土圧構造物の構造型式に応じた変状の
把握方法から対策の選定までの体系、水害や地震被害を受
けた場合の検査・復旧方法に係る体系を整理し、維持管理の
実務者が理解しやすい鉄道構造物維持管理標準（基礎構造
物・抗土圧構造物）の手引きとしてとりまとめることを目的とし
ており、本業務を行う者は、基礎・抗土圧構造物に係る維持
管理、補強技術等に精通し、必要な調査研究、及びデータ解
析が可能な知見を有することが求められる。
当該法人は、提案要領に基づき企画競争を実施し評価した
結果、高い評価を受けて選定された法人であり、会計法第２９
条の３第４項の契約の性質又は目的が競争を許さない場合
に該当する。

21,845,618 21,780,000 99.7% - 公財 国認定 1

本業務は、鉄道の安全・安定輸送と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であり、　参加条件等の見直
し、十分な契約準備期間の確保、業
務内容の明確化を行うなど、競争性
を高める取り組みを実施したが、一者
応募となっているものである。今後
は、参入拡大を前提とした適切な業
務内容の検討に取り組むなど競争性
を高める見直しを行うこととし、引き続
き一者応募の解消に取り組むものと
する。また、企画競争における提案書
の審査等においては公平性・公正性
の確保が十分に図られており、問題
はない。

有



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

令和3年度　鋼・合成構
造物等の橋りょうの設計
に関する調査研究

支出負担行為担当官
国土交通省大臣官房
会計課長
大沼　俊之
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年9月17日

公益財団法人鉄道総合
技術研究所
東京都国分寺市光町2-
8-38

3012405002559

本業務は、鉄道橋りょうを設計する指針である鉄道構造物等
設計標準について、構造計画に関する情報や新たな知見を
取り入れることで、設計標準を見直し、より安全で経済的な設
計の実現を図るととともに、鉄道輸送の安全確保及び建設コ
ストの縮減を図ることを目的としており、本業務を行う者は、
国の技術基準として基準策定に耐えうる信頼性の高い調査
の実施が必要であり、鉄道橋りょうの設計及び施工技術に精
通し、必要な調査研究、及びデータ解析が可能な知見を有す
ることが求められる。
当該法人は、提案要領に基づき企画競争を実施し評価した
結果、高い評価を受けて選定された法人であり、会計法第２９
条の３第４項の契約の性質又は目的が競争を許さない場合
に該当する。

30,060,616 29,810,000 99.2% - 公財 国認定 1

本業務は、鉄道の安全・安定輸送と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であり、参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保、業務内
容の明確化を行うなど、競争性を高
める取り組みを実施したが、一者応
募となっているものである。なお、本
業務は令和3年度限りの事業である。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

有

密封線源40個引取り
一式

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長
勝山　潔
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年10月1日

公益社団法人日本アイ
ソトープ協会
東京都文京区本駒込2-
28-45

7010005018674

会計法第29条の3第4項
　予決令第102条の4第3号
本業務は、密封線源の引取りを行うものであるが、日本国内
において線源の取扱い許可を得ているのは４事業者のみで
あり、取扱いの可否を個別に照会を行ったが、請負業者のみ
が対応可能であったため、左記業者と随意契約を行うもので
ある。

1,110,000 1,107,700 99.8% - 公社 国認定 1

本業務は、密封線源を適正に廃棄と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であるが、「公共調達の適正
化について」（平成18年財計第2017
号）の趣旨を踏まえ随意契約している
ものである。なお、本業務は令和3年
度限りの事業である。

無

下水道分野における脱
炭素化に関する方策検
討業務

支出負担行為担当官
国土交通省水管理・国
土保全局長　井上　智
夫
東京都千代田区霞が
関2-1-3

令和3年10月5日

共同提案体
公益財団法人日本下水
道新技術機構　他１者
東京都新宿区水道町3-
1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第
3号
本業務では、地方公共団体の下水道分野における省エネ・創
エネ施策の推進を通じた持続可能な地域社会の構築を図る
ため、モデル都市・地域を対象とした具体的な導入検討を行
い、その知見を全国に展開することで下水道事業の脱炭素化
の推進と持続可能性の向上に資することを目的とする。
本業務の実施にあたり、脱炭素、カーボンニュートラル、グ
リーン社会等に関する動向を踏まえながら、下水道における
脱炭素案件の形成に向けたモデル都市等において事業化に
向けた基本構想及びロードマップ作成を行う上で、高度な専
門性が求められるため、今般企画競争による手続きを行っ
た。
その結果、上記相手方は、業務理解度、実施手順及び特定
テーマに関する企画提案の実現性等の観点から妥当であり、
特に的確性において優れているとして、企画競争審査委員会
において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意
契約を締結するものである。

19,998,000 19,800,000 99.0% - 公財 国認定 2

本業務は、下水道事業の脱炭素化と
いった政策目的の達成のために必要
な支出であるが、参加条件等の見直
し、十分な契約準備期間の確保、業
務内容の明確化など、競争性を高め
る取り組みを実施したことにより、複
数者からの応札が実現していると考
えられ、点検の結果問題はない。
また、企画競争における提案書の審
査等においても公平性・公正性の確
保が十分に図られており、問題はな
い。

無



公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応
募者数

継続支
出の有
無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号

民族共生象徴空間への
来訪需要拡大等委託業
務

支出負担行為担当官
国土交通省北海道局
長　髙橋　季承
東京都千代田区霞が
関２－１－２

令和4年3月18日

公益財団法人アイヌ民
族文化財団
北海道札幌市中央区北
１条西７丁目

1430005001164

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
　民族共生象徴空間構成施設の管理については、「アイヌの
人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進
に関する法律」(平成31年法律第16号。以下「法」という。)第9
条第1項において、「指定法人」に委託するものとされており、
この指定法人については、法第20条第1項の規定により、民
族共生象徴空間構成施設の管理、アイヌ文化の振興等に係
る業務等を適正かつ確実に行うことができると認められるも
のを、全国を通じて一に限り、指定することとされているところ
である。
　そして、国土交通大臣及び文部科学大臣は、指定法人とし
て令和元年5月24日に公益財団法人アイヌ民族文化財団（以
下「財団」という。）を指定したところであり、今般実施する「民
族共生象徴空間への来訪需要拡大等委託業務」は、法第9
条第1項の「管理」の一環として行われるものであり、具体的
には、ウポポイへの集客を通じて観光需要の拡大による地方
活性化を図るため、来場者の満足度を高めるため魅力的な
プログラム・コンテンツの充実やウポポイ来訪への潜在需要
の拡大に緊急的に取り組むものである。
　 したがって、本業務契約の相手方としては、指定法人であ
る財団しかなく、法の規定により、契約の相手方が一に定め
られているものとして、会計法（昭和22年法律第35号）第29条
の3第4項に基づき随意契約するものである。

1,020,597,000 1,020,597,000 100.0% - 公財 国認定 1

本業務は、アイヌ文化の復興・創造
等といった政策目的の達成のために
必要な支出であるが、当該契約相手
方は、アイヌの人々の誇りが尊重さ
れる社会を実現するための施策の推
進に関する法律（平成31年法律第16
号）第9条第1項及び20条第1項の規
定により特定されているものであり、
見直しが困難である。
なお、本業務は令和4年度で終了する
事業である。

無

（注１）公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

（注２）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公財 国認定 有
公社 都道府県認定 無


